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序     文 
 

 カンボジアでは、約 20 年にも及ぶ内戦によって、法律制度が破壊されただけでなく、法律家が

迫害の対象となった結果、1979 年の段階で法律家は一桁に近い状態となり「司法の真空状態」と

呼ばれました。制度と人材の双方が喪失したため、法律の不備、一般市民の法・司法サービスへ

のアクセス困難、法の執行の欠如が長く問題となっており、現在、法・司法改革が同国の最重要

政策の一つとなっています。 

 わが国は、カンボジア政府からの要請に基づき、2001 年の小規模開発パートナー事業及び 2002

年の開発パートナー事業を通じて、日本弁護士連合会の協力を得ながら、カンボジア弁護士会及

び弁護士養成校への支援を行い、法曹三者の一翼である弁護士の養成に貢献してきました。 

 開発パートナー事業終了後、より継続的な弁護士養成校の運営や教材作成等の必要性から、カ

ンボジア政府はわが国に協力の継続を要請し、2007 年６月に、技術協力プロジェクト「弁護士会

司法支援プロジェクト」を開始しました。 

 当初の計画で合意された協力の終了期日である 2009 年６月まで、約６ヶ月を残すところとなっ

たことから、これまでの活動実績の確認や目標達成度の評価を行うとともに、2008 年 10 月の会

長選挙で着任した新会長の方針を確認することを目的として、2008 年 12 月６日から 2008 年 12

月 10 日まで、終了時評価調査団を派遣しました。 

 本報告書は、同調査団の調査・協議結果を取りまとめたものであり、今後の法曹養成支援活動・

弁護士会支援活動の進展に広く活用されることを願っています。 

 最後に、これまでのプロジェクトにご協力を賜りました、内外の関係者各位に心から謝意を表

すると共に、今後のさらなる発展に向け、一層のご支援をお願いする次第であります。 

 

2009 年６月 

 

 

 

独立行政法人国際協力機構 
 公共政策部 部長 中川 寛章 
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小規模案件用「終了時評価表」 

１. 案件の概要 

国名：カンボジア 案件名：弁護士会司法支援プロジェクト 

 

分野：法・司法 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：公共政策部法・司法課 協力金額（評価時点）：0.74 億円 

2007.6.11-2009.6.10 先方関係機関：カンボジア弁護士会 

 日本側協力機関：日本弁護士連合会 

協力 

期間 

 他の関連協力：法制度整備プロジェクト（フェーズ 1、

フェーズ 2、フェーズ 3）、裁判官・検察官養成校民事

教育改善プロジェクト（フェーズ 1、フェーズ 2） 

１-１ 協力の背景と概要 

カンボジアでは、約 20 年に及ぶ内戦によって、法律制度と法曹人材の双方が失われた結果、

法律の不備、法曹人材の不足、一般市民の法・司法サービスへのアクセス困難さ、法の執行の

欠如が問題となっており、法・司法改革が同国の最重要政策の一つとなっている。公正な裁判

を実現するためには、法曹三者の一翼を担う弁護士の育成及び弁護士会の制度強化は、司法へ

のアクセスの改善のための重要な課題である。現在、カンボジアにおいては日本弁護士連合会

の協力のもと設立された弁護士養成校（以下、LTC）において毎年 50～70 名の卒業生が輩出さ

れる仕組みが整備されているが、同校の運営及び教育の質の改善が課題となっており、そのよ

うな中、カンボジア弁護士会（以下、BAKC）から協力の要請があり、弁護士会及び弁護士養成

校において弁護士の養成及び継続教育による弁護士の能力向上を行うことを目的にプロジェク

トが開始された。 

 

１-２ 協力内容 

（１）上位目標 

弁護士サービスに対するカンボジア市民のアクセスが改善する。 

（２）プロジェクト目標 

弁護士養成に必要な教育を弁護士会及び弁護士養成校が実施する。 

（３）成果 

①弁護士養成校のマネジメントが適切に実施される。 

②LTC における民事教育の質が向上する。 

③弁護士会による継続教育の質が改善され、計画的に実施されるようになる。 

④弁護士の民事実務改善へ向けた支援を行うカンボジア弁護士会の能力が向上する。 

＊プロジェクトの投入実績は、別添資料４「投入実績」参照 

 



２. 評価 

（１）妥当性 

カンボジア国は、近年、司法制度改革に取り組んでおり、｢四辺形戦略｣や「司法制度改革の

ための短・中期行動計画」、「国家戦略開発計画」などにおいて、司法制度改革を重点課題とし

て位置づけている。また、日本の対カンボジア国 ODA 政策国別援助計画では、「グッドガバナ

ンスの強化」が重点課題の一つとして掲げられており、その中で司法分野における人材育成は

柱の一つと位置づけられている。よって、カンボジア国・日本いずれの政策にも整合している。

さらに、カンボジア国の民法及び民事訴訟法は、日本の協力のもとに起草されたものであり、

この経験を踏まえて同分野における法曹人材育成に取り組むことには、日本の優位性がある。

これらの状況はプロジェクト開始時より変更しておらず、本プロジェクトの妥当性は引き続き

高いと判断される。 

 

（２）有効性 

本プロジェクトは、設定された４つの成果が達成されることによってプロジェクト目標が達

成される関係にあり、プロジェクト全体は、目標達成の方向に向かって進捗している。しかし

これまでは BAKC のプロジェクト実施体制が十分に整っていなかったことなどから、BAKC の

弁護士の民事実務改善に向けた能力向上（成果４）については、現時点で十分に達成されてい

ない。また、現職弁護士に対する継続教育の質の向上（成果３）については、弁護士会による

弁護士養成の中長期計画が必要であり、この点についても十分に達成できていない。 

2008 年 10月に選出された新会長のリーダーシップのもとで、現在、BAKC の組織改革が行わ

れている。本調査において、新体制案や弁護士養成の中期計画の作成の意向を確認することが

できたため、新執行部のもとでは有効性の向上が見込まれる。 

 

（３）効率性 

長期専門家の派遣が遅れたことから、当初想定していた計画どおりに活動が進捗しなかった

が、長期専門家の配置後は、BAKC・長期専門家・日弁連、JICA の４者の連携が図られるよう

になった。 

また、BAKC と LTC 間のコミュニケーションが十分に図られず、両者の連携が十分にできて

いなかったことから、カリキュラムが急遽変更される、カリキュラムの決定に時間を要するな

ど、効率性を減ずることとなった。しかし、調査時に本問題点を共有したことで、新会長は新

体制での改善点として認識しており、今後は改善される見込みである。加えて、BAKC から LTC

に新規教育の権限が移行される見込みであるため、より効率的な実施につながることが想定さ

れる。 

 現時点での効率性は低いといえるが、日本側から適切な投入が行われ、BAKC の新しい体制

のもとでは状況が改善され、効率性が高まることが期待される。 

 

（４）自立発展性 

LTC における学校運営の予算は、十分に確保できていないため、予算面の自立発展性が課題

である。一方、プロジェクト期間終了後の学校運営資金に充てるために、LTC の入学生から入



学金（一人当たり 500USD）を徴収し始めており、この活用による自立的な運営の強化が見込ま

れている。政策・組織面については、BAKC による弁護士養成に関する方針・計画が明確にな

っておらず、また、LTC の教務部長の退職後、後任が雇用されていないなどの問題が見られる。

しかし、新しい会長のリーダーシップのもと組織改革が行われようとしており、組織体制の

明確化及び各部署の役割の明確化が図られる予定である。また、弁護士養成に関する長期計画

が今後策定される予定であり、LTC スタッフの配置については、早期雇用の必要性が確認され、

LTC 校長の責任において、リクルートが開始されたところである。 

 

３．特記事項（提言・教訓などを含む） 

（１）弁護士養成校における支援の受け皿 

 本プロジェクトでは、当初、教官不足への対応として若手弁護士をアシスタントプロフェッ

サーとして養成することを想定していた。しかし、若手弁護士にとっては LTC の教官になるイ

ンセンティブが低く、活動が継続できなかった。若手弁護士に限らず、現職弁護士にとって弁

護士養成校における教官業務は、本来業務と比較すると経済的インセンティブが低く、教官業

務に対するコミットメントを得ることが難しい。そのため現在は、民事については司法省次官

のみが教官としての役割を継続している状況にある。また、弁護士養成校における常勤スタッ

フは、校長とマネジメントスタッフのみであり、常勤の講師陣がいないため、専門家による支

援の受け皿となる知的支援の対象者が明確ではなかったことが、教訓として挙げられる。 

 BAKC では、今後、民事実務改善のための民事委員会を立ち上げる予定である。同委員会に

おいて、定期的に民事実務について検討することで、民事実務を理解し、教育を担える人材が

養成されることにもつながることを、BAKC と確認した。 

 

（２）弁護士会に対する支援 

 弁護士会は、カンボジアに限らず、常勤スタッフの数が限定されていること、国の機関では

なく民間の個人営業主の集まりであるため、実施体制が脆弱であることが多いため、弁護士会

をカウンターパートとして支援を行う際には、事前に十分実施体制を確認する必要がある。 

 また、意思決定機関と活動の直接のカウンターパートが分かれている場合（意思決定機関は

BAKC 理事会、活動の直接のカウンターパートは LTC）、事業を円滑に行うためには、意思決定

機関と活動の直接のカウンターパートとの関係・役割の明確化を踏まえ、直接のカウンターパ

ートと行う活動が、意思決定機関における活動全体の中で、どのように位置づけられるかを明

確にすることも必要である。 

 





 

第１章 終了時評価調査の概要 

 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

 2007 年６月から 2009 年６月までの予定で実施している「カンボジア弁護士会司法支援プ

ロジェクト」（以下、本プロジェクト）は、実施協議の討議議事録（Record of Discussions、

以下 R/D、2007 年２月署名）にて合意された計画に沿って活動が実施されてきた。当初の

計画で合意された協力の終了期日である 2009 年６月 10 日まで約６ヶ月を残すところとな

り、以下の諸点を目的として、2008 年 12 月６日から 2008 年 12 月 10 日の間で終了時評価

調査団を派遣した。 

 

（１） R/D および改訂プロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：以

下 PDM、改訂の経緯及び内容については、第２章に記載）に基づき、これまでのプ

ロジェクト活動の進捗、実績及び、目標達成見込みを確認する。 

（２） 小規模案件につき、プロジェクトについて、評価３項目（妥当性、有効性、効率性）

を評価する。併せて、自立発展性の観点から評価を行う。 

（３） 評価結果を踏まえ、プロジェクト期間終了後の方向性につき、カウンターパート（以

下、C/P）機関の今後の計画を確認し、意見交換を行う。 

（４） 上記協議結果をカンボジア側と合意し、協議議事録（Minutes of Meetings：以下M/M、

英文）にまとめる。 

（５） 今後のプロジェクト実施に資する教訓・提言を導き出し、上記評価結果を含めて、

小規模案件終了時評価表（和文）に取りまとめる。 

 

小規模案件であるが、本プロジェクトは、2008 年度要望調査において継続案件の要望が

あがっていたこと、また、2008 年 10 月にカンボジア弁護士会（Bar Association of Kingdom of 

Cambodia：以下 BAKC）会長選挙が行われたため、新体制の状況確認を行う必要があった

ことから、本邦から調査団を派遣して調査を行うこととなった。 

 

１－２ 調査団の構成と調査期間 

氏名 担当業務 所属 調査期間 

佐藤 直史 団長・総括 独立行政法人国際協力機構

国際協力専門員 

2008 年 12 月６日～2008 年 12 月 10 日

矢吹 公敏 弁護士養成 日本弁護士連合会国際交流

委員会副委員長 

2008 年 12 月６日～2008 年 12 月 10 日

琴浦 容子 計画評価 独立行政法人国際協力機構

公共政策部法・司法課 職員

2008 年 12 月６日～2008 年 12 月 10 日

＊日程と主要面談者は、それぞれ附属資料１、及び附属資料２のとおり。 
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１－３ 対象プロジェクトの概要 

１－３－１ 背景 

＜本プロジェクトの背景＞ 

カンボジアでは約 20 年にも及ぶ内戦によって、法律制度が破壊されただけでなく、法律

家が迫害の対象となった。その結果、1979 年の段階で法律家は一桁に近い状態となった。

制度と人材の双方が失われ、法律の不備、一般市民の法・司法サービスへのアクセス困難

さ、法の執行の欠如が長らく問題となっており、法・司法改革が同国の最重要政策の一つ

となっている。 

カンボジア政府は、法・司法改革を推進する機関として、閣僚評議会、司法省、最高裁

判所、控訴裁判所、法律家委員会の代表から成る法・司法改革評議会（Council for Legal and 

Judicial Reform：以下 CLJR）を設置し、法・司法改革戦略及び、短・中期行動計画を策定

した。同戦略においては、①基本的人権と自由の保護、②法体系の整備、③法・司法に関

する情報へのアクセス改善、④法サービスの質改善、⑤司法の強化、⑥裁判所によらない

紛争解決メカニズムの強化（商事仲裁、和解など）、⑦法・司法機関の強化が、７つの戦

略として位置づけられている。 

 公正な裁判を実現するためには、法曹三者の一翼を担う弁護士の育成及び弁護士会の制

度強化は不可欠であり、また司法へのアクセスの改善のためにも、能力のある弁護士の存

在と、それを支える健全な弁護士会の存在及び法律扶助制度の構築が重要な課題である。 

カンボジアでは、1995 年に制定された弁護士会法に基づき BAKC が設立され、1997 年ま

で２期にわたり、米国などの援助を受けて弁護士養成課程が設けられた。その後、2001 年

９月に、弁護士養成校（Lawyers Training Center：以下 LTC）の設立にかかるサブ・デクリ

ー（政令）が発出された。 

 

＜本プロジェクトの前身１：小規模開発パートナー事業＞ 

 2001 年６月より、日本弁護士連合会（以下、日弁連）と JICA の共同事業により、小規模

開発パートナー事業「弁護士会司法支援」を１年間実施し、BAKC を C/P として、弁護士

養成セミナーの開催及び法律扶助制度の調査研究が行われた。本事業は、上位目標を「カ

ンボジアにおいて、十分な数の弁護士が養成され、弁護士制度が育成強化される」とし、「カ

ンボジアにおける組織的な弁護士養成制度、法律扶助制度確立に向けた基盤整理がなされ

る」ことをプロジェクト目標として実施された。民事訴訟における弁護士の役割や、弁護

士倫理をテーマとしたセミナーの開催のほか、法律扶助制度構築支援として、カンボジア

の法的サービスの需要、司法の状況、弁護士の状況などの現地調査や、それに基づく法律

扶助制度構築に向けた協議が行われた。 

 本事業が実施される過程で、LTC 設立にかかるサブ・デクリーが発出され、当時、小規

模開発パートナー事業を実施していた日弁連に、BAKC から支援の打診があり、BAKC と

の協議を通じて、LTC の設立・運営に関する提案書の作成を援助した。さらに、2002 年３

月、日弁連、カナダ弁護士会及びリヨン弁護士会との間で、LTC 設立に向けて協議が行わ

れた。この協議では、日弁連が LTC の設立・運営全般について助言をするとともに、民法・

民事訴訟法の指導を中心に担当し、カナダ弁護士会が legal writing、legal listening、commercial 

law の講師、リヨン弁護士会が刑法・刑事訴訟法の講師を派遣することが可能であることが
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確認されたほか、日弁連が JICA 開発パートナー事業を申請し、それが採択されれば学校設

立の 40％の資金を拠出できることも確認された。 

 

＜本プロジェクトの前身２：開発パートナー事業＞ 

 2002 年９月から 2005 年８月まで３年間の計画で、開発パートナー事業「弁護士会司法支

援」が行われた。プロジェクト目標は、①LTC の設立及び運営支援、②弁護士の継続教育、

③ジェンダーに関わる弁護士の教育・意識の強化、④法律扶助制度の制度設計と実施、の

４本柱であり、本邦弁護士の短期派遣によるセミナー・ワークショップの開催、LTC のカ

リキュラムやテキストの作成、本邦での研修員受入が行われた。LTC の運営部分について

は、年間数回派遣される本邦弁護士によるヒアリングや協議を通じて指導が行われた。本

協力を通じて LTC が設立され、毎年約 50－70 名の卒業生が輩出される仕組みが整備され、

プロジェクト期間中に、上記の数の弁護士が毎年養成された。また、日本が支援している

民事訴訟法に則した実務を定着させるための、弁護士継続教育（Continuing Legal Education：

以下 CLE）セミナーも実施された。 

他方、LTC の運営及び同校における教育の質の改善（教材の整備、教官の能力向上等）

が課題としてなお存続しており、これらの課題に対する取り組みを LTC のみでは十分に行

うことができなかったこと、民事訴訟法の普及のために CLE が引き続き必要であったこと

から、後継として技術協力プロジェクトによる支援が要請された。 

 

＜本プロジェクト開始前＞ 

本プロジェクトは、2005 年度案件として 2004 年度に採択されたが、2004 年 10 月に実施

された BAKC 会長選挙の結果をめぐり、BAKC 内部において混乱が生じたために、プロジ

ェクト開始時期が延期された。 

2004 年 10 月の会長選挙の結果、スオン・ビサル氏1が当選した。これに対し、敗れたキ

ー・テック氏が、弁護士会法の規定に基づき不服申し立てを行ったところ、控訴裁判所は

会長選挙結果を無効とし、会長選挙のやり直しを命じ、やり直しが実施されるまでは現職

のキー・テック氏が会長職にある旨の判決を下した。スオン・ビサル氏は、この判決を不

服として最高裁判所に上訴した。これに加え、BAKC の会員・理事会が各派に分かれ、理

事会も定足数を充たさないことが多く、BAKC が十分に機能しない時期が続いた。 

2005 年 11 月５日から 11 月９日までの間に、本プロジェクトの第１次事前調査が行われ、

開発パートナー事業の成果の確認及び今後の協力ニーズ、方向性を協議したが、依然、や

り直し会長選挙のめどが立たない状況であった。その後、2005 年 12 月に、双方が再選挙を

実施する事で合意したため、2006 年１月 29 日から２月３日までの間に、第２次事前調査が

実施され、カンボジア政府の弁護士養成に係る方針の確認、各ドナーの弁護士会に対する

支援状況及び連携の可能性に係る協議、支援ニーズの確認と協力概要の検討が行われた。

第２次事前調査の時点では、2006 年３月に会長選挙が実施される事で合意されていたため、

2006 年４月上旬からのプロジェクト開始を目指していたが、最終的に会長選挙が行われた

のは 2006 年 10 月 16 日であった。その後、2007 年１月３日から１月６日までの間に第３次

                                                        
1 2008 年 10 月に行われた弁護士会会長選挙後、新事務局長として着任。 
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事前調査を行い、プロジェクトの基本計画及び実施体制等の確認が行われた。 

 

１－３－２ 協力内容（2007 年２月時点2） 

（１） 上位目標 

  弁護士によるサービスに対する、カンボジア市民のアクセスが改善する。 

（２） プロジェクト目標 

  弁護士養成に必要な教育を、弁護士会及び LTC が実施する。 

（３） 成果 

１．LTC 職員の、同校運営能力及び弁護士養成教育実施能力が向上する。  

２．LTC における教材が改善される。  

３．LTC における教員及び、教員候補者が育成される。  

４．弁護士会が実施するインターンシッププログラム（弁護士養成課程の一環）が改善さ

れる。 

５．現職弁護士のための継続教育が実施される。 

（４） 活動 

１－１． LTC 内部規則、試験ガイドラインの内容及び、適用状況の見直し・改善 

１－２．カリキュラムに則ったトレーニングの実施と、モニタリングおよびカリキュラム

の修正 

１－３．LTC 運営に係る LTC スタッフの体制・能力の改善(人員・業務内容の見直しなど) 

２－１．教科書作成ワーキング・グループの設置 

２－２．教科書作成スタンダードフォーマット及び、各教科のガイドラインの策定 

２－３．教科書未整備科目の教科書作成 

３－１．助教授の業務内容の作成及び(BAKC による)選出 

３－２．助教授による、教授の講義記録及びシラバス作成 

３－３．助教授のワーキング・グループ（以下、WG）参加による教科書策定 

３－４．助教授に対するトレーニング実施 

３－５．助教授の活動モニタリング 

４－１．現行プログラムの内容レビュー 

４－２．指導弁護士、インターン弁護士のためのガイドライン作成 

４－３．模擬裁判、追加講義等の追加プログラム策定、実施、結果のレビュー  

５－１．継続教育実施計画の策定 

５－２．日本人短期専門家の協力のもとでの、現職弁護士向けセミナーの実施 

                                                        
2 PDM の修正の経緯・内容については第２章に記載。 
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第２章 終了時評価の方法 
 

２－１ PDM の改訂（2008 年 10 月） 

本終了時評価は、2008 年 10 月に改訂された PDM に則って評価を行った。以下、2008 年

10 月に PDM を改訂した経緯を記載する。 

 

２－１－１ PDM 改訂の経緯 

本プロジェクトは、R/D に基づき、2007 年６月から開始され、長期専門家が 2008 年５月

に派遣された。また、プロジェクト開始から約１年が経過する中で、LTC の運営上の決定

事項（カリキュラムの最終決定、予算管理など）に関する BAKC の権限の大きさや、LTC

運営に対する BAKC のコミットメントが十分に得られていないことが次第に明らかになり、

プロジェクトだけで LTC の運営改善を行うことには限界があることがわかった。また、

BAKC が、弁護士養成カリキュラムを LTC との協議を経ないで変更したことにより（１年

間のカリキュラムが 2008 年５月から急遽２年に変更された）、以前は卒業後に行われてい

たインターンシップの位置づけが不明瞭になる等、プロジェクト活動に影響を及ぼす LTC

運営方針の変更があった。 

また、事前調査における日本・カンボジア間の協議では、LTC の自立発展性を高めるた

め、教官候補者（若手弁護士）をアシスタントプロフェッサー（助教授）として配置し、

講義録の作成、ワーキング・グループ（以下、WG）における教材作成などを通じて養成す

ることを確認していた。しかし、LTC アシスタントプロフェッサーの任命が不透明である

こと、アシスタントプロフェッサーが LTC の人事ローテーションに組み込まれるような制

度ではないこと、若手弁護士にとって、教官になるインセンティブが当初想定していたよ

りも低いことから、WG を設置することができなかった。 

 そこで、残りのプロジェクト期間をより有効なものにするため、現実的なプロジェクト

のスコープを整理することを目的として、BAKC との間で協議を行い、2008 年 10 月 15 日

に PDM を改訂した。 

 

２－１－２ PDM の改訂箇所 

 成果１から５を次表のとおり整理した。 
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養
成
校
の
マ

ネ
ジ
メ

ン
ト
が
適
切
に
実
施
さ
れ
る
。

 

 

研
修
部
長

を
含
め
、

LT
C
ス
タ
ッ
フ
は
人
事
が
流
動
的
で
あ
り
、

ま
た

LT
C

に
予
算
措
置
等
の
決
定
権
が
な
い
た
め
、
当
初
想
定

し
て
い
た

LT
C

ス
タ
ッ
フ
の
学
校
運
営
及
び
教
育
実
施
能
力
の

向
上
は
難
し
い
。
し
た
が
っ
て
、
「

LT
C

職
員
の
能
力
向
上
」
と

い
う

表
現
を
削
除
し

、
「
学
校
の
マ

ネ
ジ
メ
ン
ト
が

適
切
に
行

わ

れ
る
」
と
い
う
表
現
に
変
更
す
る
。

 

成
果
２

 
L

T
C
に
お
け
る
教
材
が
改
善
さ
れ
る
。

新
成
果
２
：

LT
C
に
お
け
る
民
事
教
育
の

質
が
向
上
す
る

 

    

成
果
３

 

 

L
T

C
に
お
け
る
教
員
お
よ
び
教
員

候
補

者
が
育
成
さ
れ
る
。

 

削
除

 

旧
成
果
２

、
旧
成
果
３
：

LT
C
ア
シ
ス
タ
ン
ト
プ
ロ
フ
ェ
ッ
サ
ー

の
任
命
が
不
透
明
で
あ
り
、
ま
た

LT
C

の
人
事
ロ
ー
テ
ー
シ
ョ

ン
に
組
み
込
ま
れ
る
よ
う
な
制
度
で
は
な
い
た
め
、
ア
シ
ス
タ
ン

ト
プ
ロ
フ
ェ
ッ
サ
ー
へ
の
イ
ン
プ
ッ
ト
に
よ
る

LT
C

の
教
育
の

質
の
向
上
は
難
し
い
。
そ
こ
で
、
旧
成
果
２
、
旧
成
果
３
は
削
除

す
る
。

 

新
成
果
２
：
教
官
が
常
勤
で
は
な
く
、
教
官
の
時
間
が
確
保
で
き

な
い
た
め
、
教
官
に
対
す
る
イ
ン
プ
ッ
ト
に
よ
る

LT
C

の
教
育

の
質
の
改
善
は
困
難
で
あ
る
が
、
他
の
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト

で
作

成
・

活
用
し
た
教
材
を
活
用
す
る
こ
と
や
、
体
系
だ
っ
た
民
事
分
野
の

カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
を
作
る
こ
と
に
よ
り
質
の
向
上
を
図
る
。

 

成
果
４

 
弁

護
士

会
が

実
施

す
る

イ
ン

タ
ー

ン
シ

ッ
プ

プ
ロ

グ
ラ

ム
（

弁
護

士
養

成
課

程

の
一
環
）
が
改
善
さ
れ
る
。

 

削
除

 
１
年
間
だ
っ
た

LT
C
の
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
が
２
年
間
に
変
更
さ
れ
、

そ
の
間
に

行
わ
れ
る
イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
（
実
務
修
習
）
と
２
年

間
の
カ
リ

キ
ュ
ラ
ム
、
終
了
後
の
イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
の
位
置
づ

け
が
明
確

に
な
っ
て
い
な
い
。
ま
た
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
期
間
中
に

は
終
了
後

の
イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
は
行
わ
れ
な
い
た
め
、
成
果
か

ら
削
除
す
る
。
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 成
果
５

 
現

職
弁

護
士

の
た

め
の

継
続

教
育

が
実

施
さ
れ
る
。

 

新
成
果
３
：

B
A

K
C

に
よ
る
継
続
教
育
の

質
が

改
善
さ
れ
、
計

画
的
に
実
施

さ
れ
る

よ
う
に
な
る
。

 

B
A

K
C

に
は

C
L

E
は
ド
ナ
ー
が
実
施
す
る
も
の
と
い
う
意
識
が

強
い
た
め
、

C
L

E
が
「
実
施
さ
れ
る
」
だ
け
で
な
く
、「

実
施
運

営
を

B
A

K
C

の
責
任
下
で
行
う
」
と
い
う
こ
と
を
強
調
し
た
表

現
に
修
正
。

 

 
 

新
成

果
４
：
弁
護
士

の
民
事
実
務

改
善
へ

向
け

た
支
援
を
行
う

カ
ン
ボ
ジ
ア

弁
護
士

会
の
能
力
が
向
上
す
る
。

 

20
07

年
の
民
事

訴
訟
法
適

用
か
ら

１
年
が
経

過
し
た
が

、
民

事

訴
訟
法
に

関
す
る
弁
護
士
の
理
解
は
ま
だ
不
十
分
で
あ
る
。

C
L

E

は
行
わ
れ
て
い
る
が
、

B
A

K
C
と
し
て
民
事
実
務
上
の
課
題
の
改

善
の
検
討
（
現
状
把
握
、
問
題
分
析
、
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
作
成
）
を

行
う
こ
と
に
よ
り
、
弁
護
士
会
と
し
て
民
事
訴
訟
法
適
用
に
対
応

す
る
必
要
が
あ
る
と
し
て
、
新
た
に
成
果
４
を
設
定
。

 

※
 
な
お
、
改
訂
さ
れ
た

P
D

M
は
附
属
資
料
３
ミ
ニ
ッ
ツ
の
添
付
資
料
を
参
照
の
こ
と
。
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２－２ 主な調査項目と情報・データ収集方法 

２－２－１ 調査方法 

本終了時評価は、「JICA 事業評価ガイドライン改訂版（2004 年２月）」に基づいて実施さ

れた。同ガイドラインは、経済協力開発機構（OECD）開発援助委員会（DAC）の、”The 

Principles for Evaluation of Development Assistance”（1991 年）に沿ったものであり、以下、３

つの要素から成る。 

 

（１） PDM に要約された計画とプロジェクトの実績を比較することにより、プロジェクト

の効果を検証すること。 

（２） 妥当性、有効性、効率性、インパクト及び自立発展性の５評価項目の視点から、プ

ロジェクトの価値判断を行うこと。 

（３） 当該プロジェクトから、他のプロジェクト形成及び実施に際しての提言及び教訓を

導き出すこと。 

 

 本プロジェクトは、小規模案件（総額２億円以下）であることから、評価３項目（妥当

性・有効性・効率性）を中心として評価を行い、課題及び問題意識をカンボジア側と共有

するため、自立発展性の観点からの評価も加えた４項目での評価とした。 

 

２－２－２ 評価設問と必要なデータ 

 本終了時評価に際しては、事前に報告書などの資料及び既存 PDM をレビューし、以下の

点につき、日本側で作成した評価グリッド案をもとに協議・確認を行った。 

 

 

２－２－３ データ収集方法 

主な情報データ収集方法は、以下のとおりである。 

● 過去の調査報告書のレビュー 

● プロジェクトより提出された関連資料のレビュー 

● カンボジア側関係者に対するインタビュー 

◆ プロジェクト目標、成果の達成度（カンボジア側の認識） 

◆ 達成されていない場合、その原因・背景に関するカンボジア側の認識 

◆ カンボジア側の実施体制 

◆ プロジェクト開始後の重大な変化（政策の変更など）の有無 

◆ プロジェクト実施に際して直面した問題点（有無及び内容） 

◆ 成果の達成・プロジェクト目標の達成に対する阻害･貢献要因 

◆ 自立発展性：新会長のもとでの実施体制、予算措置状況と今後の見込み 
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● 長期専門家に対するインタビュー 

 

２－２－４ 評価協議 

 2008 年 12 月８日から 10 日にかけて、カンボジア側関係者と評価協議を行い、協議結果

を附属資料３．ミニッツとしてまとめ、12 月 10 日午後に、調査団長とチウ・ソンハ会長と

の間で署名交換を行った。 

協議の参加者は以下のとおり 

 

〈カンボジア側〉 

 チウ・ソンハ  BAKC 会長 

スオン・ビサル  BAKC 事務局長 

リー・タイセン  BAKC 会長顧問 

アン・エン・トン  LTC 校長 

イン・ヴァンチョン  LTC 事務局長 

 

〈日本側〉 

 佐藤 直史   JICA 国際協力専門員（調査団長） 

 矢吹 公敏   日本弁護士連合会国際交流委員会副委員長、弁護士（調査団員） 

 琴浦 容子   JICA 公共政策部法・司法課職員（調査団員） 

堀田 桃子  JICA カンボジア事務所員 

川田 理絵  JICA カンボジア事務所員 

神木 篤   弁護士会司法支援プロジェクト長期専門家 
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第３章 調査結果 
 

３－１ 現地調査結果 

３－１－１ BAKC の方針（参照：収集資料１ BAKC 戦略） 

目的 

・ 弁護士会内部のマネジメントを改善する。 

・ 法の支配及び弁護士の専門性を促進する。 

 

活動計画 

① 弁護士会内部のマネジメントの改善 

 弁護士会内部のマネジメントの改善策として、弁護士会の組織を整理することで新たな

組織図を作成し、その業務所掌を明確にする（明確にされた業務所掌は３－１－２のとお

り）。 

 

② 法の支配及び弁護士の専門性の促進 

法律扶助プログラムを再開することで、貧困層に対するサービスを行うとともに、若手

弁護士の能力強化を図る。また、弁護士に対する研修は、新規養成・継続教育ともに LTC

のもとで行うこととする。LTC 研修生は、LTC と BAKC の監督下において、法律扶助プロ

グラムに参加することとする。 

 

③ 法的擁護及び広報 

一般的な知識（法律及び法律家の業務）の向上に向け、ラジオ番組やテレビの活用及び

リーフレットの作成を行う。 

 

３－１－２ 組織図と業務所掌（参照：収集資料２BAKC 組織図、収集資料３LTC 概要） 

President 

・ 業務については弁護士会法 27 条に記載されている。 

Bar Council 

・ 業務については弁護士会法 19 条に記載されている。 

Advisory Board 

・ 新たに設置。 

・ 会長に対してアドバイスを行う。 

・ メンバーは３人以上。弁護士会の外部の有力者から構成。副首相、大臣、前会長、大使

館代表、ドナー代表等を想定。 

President Cabinet 

・ 新たに設置。 
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・ 会長業務の支援及び調整を行い、各部局の業務を把握・監督、各部局から出てくる書類・

レターの確認など。 

・ ２名を想定。 

・ これまでは、事務局長が全ての業務を担っている状況だったため、この業務を分担する

ために新たに設置。位置付けは会長の秘書官であり、構成員は、会長や事務局長に対す

る命令権限は無い。 

Secretary General 

・ BAKC における全ての業務の支援、調整を行う。具体的には、内部規定の準備・改訂、

code of ethics の改訂、弁護士の会議の準備・調整、理事会向け資料作成、理事会開催、

レターの発出、国内・海外のパートナーとのプロジェクト準備等。他部署の全ての業務

を監督する。 

・ 事務局長と１名ないし２名の事務局次長を置く。 

 

BAKC Fund / Accounting Dept. 

・ BAKC 予算の策定、経理データの管理、会費の徴収（徴収にかかるレターの作成を含む。）、

BAKC ファンドの管理、BAKC スタッフへの賃金支払い、会計報告書の作成（月次及び

年次）、長期的な予算計画の策定、各部署からの支出計画の取りまとめ及び事務局長へ

の提出などを行う。 

・ 部長と他のスタッフを配置する。 

・ 全ての会計帳簿を管理するが、支払いに関しての権限はない。 

 

Communication Dept. 

・ 国際協力パートナーとの協力実施に向けたアドバイスやコメント作成、外国弁護士のマ

ネジメント（外国弁護士・国内弁護士の調整、ファシリテーション等）、会長の海外出

張準備、弁護士の海外留学の準備、国際交流業務、その他、会長から命じられた必要な

業務を行う。 

・ 部長及び１名ないし２名のスタッフを配置する。 

 

Inspection Dept. 

・ 弁護士業務の検査・調査手続の準備、弁護士からの情報収集、弁護士同士・弁護士と顧

客・弁護士と組織の間の不服申立の検討、行為規範修正における事務局長の支援などを

行う。 

・ １名の部長及び、５人ないし必要に応じて、それ以上のスタッフを配置する。 

・ 行為規範の研修をこの部署で担当する予定であるが、LTC との調整が必要。 
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Legal Aid Dept. 

・ 貧困層に対する法律相談、法学教育、出版物の準備（人権について理解してもらうため

の）、他のパートナーとの連携によるこれら支援の実施、貧困層に対するセミナー実施

などを行う。 

 

LTC 

・ 業務内容はサブ・デクリーに記載されている。 

・ 入学試験の準備、カリキュラムの作成、弁護士の養成、継続教育の実施、理事会に対す

る四半期毎の報告書の提出、その他理事会が必要とした業務を行う。 

・ これまで LTC では新規養成のみ担当していたが、サブ・デクリーに従い、継続教育も

LTC の所掌範囲内として整理した。 

 

Commission of Civil Affairs 

・ 委員長１名と他のメンバー（５～15 名）。メンバーには、経験を十分に有している人を

想定している。 

・ 研究、会議への参加、会長への提言、民事法の適用に関する相談対応、裁判官や検察官

へのアドバイス、民事法の法律適用に向けての提言などを行う。 

 

３－２ プロジェクトの実績 

３－２－１ 投入実績 

プロジェクトの投入実績（日本側） 

 2007.6.11-2008.3.31 2008.4.1-2009.3.31 2009.4.1-2009.6.10 

（計画） 

長期 

１名 

（別プロジェクト

と兼務） 

延べ 4.3M/M 

１名 

(～2008.4.30) 

２名 ＊ 

(2008.5.1～) 

延べ 23M/M 

２名 

延べ 4.7M/M 

専門家派遣 

短期 ６名（1.2ＭＭ） ８名（1.6ＭＭ） ４名（0.9ＭＭ） 

本邦研修 なし なし なし 

現地業務費 7,832 11,465 1,839 経 費

(千円) 供与機材 なし なし なし 

＊ うち、１名は別プロジェクトと兼務。 
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〈カンボジア側投入〉 

・日本人専門家の事務所スペース3 

・C/P の配置（BAKC 会長、BAKC 事務局長、LTC 校長の計３名） 

 

〈セミナー実績〉 

 ・LTC セミナー：計６回（短期専門家によるセミナー３回、長期専門家によるセミナー

３回） 

・CLE セミナー：計３回 

 

〈LTC 卒業・在学実績〉 

・８期生：2008 年に 44 名が卒業 

・９期生：34 名が現在就学中（詳細は附属資料４．投入実績一覧参照）。 

 

３－２－２ 成果の達成度 

【成果１】 弁護士養成校のマネジメントが適切に実施される 

PDM の指標としては、（１）カリキュラムが前年度と比較して合理化されている、（２）

カリキュラム策定のプロセス、（３）試験が内部規定に則って実施されている、（４）カリ

キュラム実施に必要な教官が手配されている、（５）LTC のスタッフが適切に配置されてい

る、という５つが設定されている。 

カリキュラムについては、LTC が弁護士のニーズを反映させながら毎年策定していた。

しかしながら、BAKC が提出されたカリキュラムを適切なタイムスケジュールで承認せず、

また LTC と事前に十分な協議をせずにカリキュラムを変更していたことが、問題点として

確認された。 

教官の確保については、能力のある教官不足が課題となっている。現在、民事分野にお

けるカンボジア人教官はヒー・ソピア司法省次官のみであり、ヒー・ソピア次官の都合に

より、カリキュラムが度々変更されている。したがって、当初策定したカリキュラムどお

りに研修を行うことは難しい状況である。 

試験については、試験作成から採点まで全てのプロセスにおいて、内部規定に則り公平

に執り行われた。 

LTC のスタッフの配置については、LTC 教務部長の離任（2008 年６月）後、後任が配置

されなかったことが、問題点として確認された。LTC 教務部長離任後は、LTC 校長、LTC

事務局長がその業務を分担している状況であった。 

以上により、いくつかの点において学校のマネジメントは適切に行われていたが、成果

                                                        
3 LTC は、王立法科経済大学( Royal University of Law and Economics：以下 RULE）内の、1 教室と 1 執務室を無償で貸与

され、活動を続けていたが、大学自体が教室不足に陥ったため立ち退きを要求され、2008 年５月からは、王立司法学院

（Royal Academy for Judicial Professions : 以下 RAJP）新校舎（ノン・プロ無償見返り資金で建設）に移動した。弁護士

独立の観点から、RAJP の敷地内にあっても、LTC はあくまでも独立のスタンスを取っているが、施設や電気代などは

RAJP が負担している。 
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１の達成には更に努力が必要である。 

 

【成果２】 LTC における民事教育の質が向上する 

指標としては、①民法・民事訴訟法に則って作成された教材が講義で活用される、②民

事教育で教えるべき内容がカリキュラムで網羅されている、③カリキュラムに則って講義

が行われている、の３つが設定されている。 

JICA が実施している他のプロジェクトで作成された教材（民事訴訟法教科書、民事第一

審手続き模擬裁判の DVD など）が、LTC や CLE で活用された。また、アシスタントプロ

フェッサーが同席した講義では、アシスタントプロフェッサーが教官や長期専門家の講義

のメモを作成しており、将来的に LTC における教材として活用されることが期待される。 

カリキュラムは、民事教育で教えるべき内容をひととおりカバーしているものの、上述

のとおり教官の確保が難しかったことから、一部の講義はカリキュラムに則って行うこと

ができなかった。 

なお、LTC での教育の質の改善という点では、日本の短期専門家により LTC において、

３回のセミナーが行われた他、長期専門家が３回の講義及び日常的なアドバイスを行い、

これらが LTC における民事教育の改善に貢献した。 

したがって、成果２については、成果１で指摘した教官の確保の問題から一部の講義に

ついてカリキュラムの変更が必要であったものの、プロジェクト期間中にほぼ目標を達成

すると見込まれる。今後、アシスタントプロフェッサーが作成した講義ノートを教材とし

て活用していくことが自立的な人材育成のために不可欠である。 

 

【成果３】 BAKC による CLE の質が改善され、計画的に実施されるようになる。 

 指標としては、①CLE の実施回数・参加者数、②BAKC スタッフが CLE 実施における事

務業務を理解していること、③BAKC における CLE の長期計画、④前年度の実施状況を反

映させた CLE のスケジュール計画、が挙げられている。 

 CLE は、日本人専門家により３日ないし４日の講義が年に２回或いは３回実施され、日

により参加者数は異なっているものの、毎回平均 100 名の弁護士の参加を得た。但し、最

終日には参加人数が減少する傾向が見られたことから、参加者のニーズ・理解度との合致

等の分析が必要であろう。CLE 実施時には、BAKC が事務作業を担当し、セミナー会場の

確保・資料の準備・バックドロップ（演壇後ろの垂れ幕）の準備が滞りなく行われた。ま

た、開会式・閉会式が BAKC によって執り行われた。今後新会長のもとでは、CLE は LTC

の業務所掌となり、BAKC と LTC の間で業務分担が行われる予定である。 

 一方で、CLE の長期計画は策定されておらず、CLE が計画的に行われたとは言いがたい。

CLE は現在、JICA を含めドナーが提供しているが、BAKC における現職弁護士の能力向上

の計画に則って行われることが望ましく、今回の評価協議においては、CLE の計画（実施

時期、参加者数、テーマ、修了証書発行）策定の重要性が確認された。 
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 以上のことから、成果３については概ね達成していると評価できるが、CLE の質の向上

には、BAKC によって、弁護士養成の中・長期計画が策定されることが必要である。 

 

【成果４】 弁護士の民事実務改善へ向けた支援を行うカンボジア弁護士会の能力が向上

する。 

 民事訴訟法が 2007 年７月に施行され、既に１年以上が経過しているが、弁護士による民

事訴訟法の理解は十分とは言いがたい。また BAKC においては、民事実務改善に向けて現

職弁護士が直面している課題や問題点をレビューすることの必要性が認識されていた。こ

のような背景から、2008 年 10 月に PDM 改訂が行われた際に、民事実務改善のための WG

設置の必要性が確認された。その後、新会長による体制のもとで、この WG が「民事委員

会」として設置されることとなった。新会長の着任が 2008 年 11 月末であったため、本成果

に関する活動はまだ行われていないが、2009 年１月には民事委員会が立ち上がる予定との

説明が BAKC からあった。 

 なお、BAKC としては、現在、ウェブサイトを通じた情報収集（弁護士の民事実務の把

握）を予定しており、これにより収集された情報は、民事委員会が設置された際にも、そ

の活動のための有用な情報となり得る。 

 成果４については、現時点では達成されていないが、2009 年１月以降に活動が開始され

る予定であるため、今後の進捗を引き続きモニタリングする必要がある。 

 

３－２－３ プロジェクト目標の達成度 

【プロジェクト目標】 弁護士養成に必要な教育を弁護士会及び弁護士養成校が実施する。 

 指標としては、①弁護士業務に就いている LTC 卒業生の数、②LTC 学生の理解度、③民

事訴訟法に則って業務を行っている弁護士の数、が設定されている。 

 これまでの協力の成果として、弁護士業務に就いている LTC 卒業生の数は増加している

（開発パートナー事業時代からの第４期生から第８期生までの卒業生の累計は 286 名）。 

LTC 学生の民法、民事訴訟法についての理解度は、LTC 及び日本人長期専門家によって

行われた試験結果によると、向上していることが把握されており、LTC における民事教育

の質が向上しているといえる。しかしながら、既に記載しているとおり、LTC における計

画策定、人員配置、教官確保などのマネジメントについては、更に改善の余地がある。新

会長による新しい体制のもとでは、LTC 設立のサブ・デクリーに従って、BAKC と LTC の

業務分掌の見直しが行われる予定であり、より円滑な実施が期待される。 

 プロジェクトによる CLE の実施は、現職弁護士の民事訴訟法の理解に貢献したといえる。

CLE 実施時に、訴状案をいくつか収集したところ、現職弁護士の作成した訴状の中に民事

訴訟法に則って業務を行っていることが認められる訴状が散見され、CLE の成果が見られ

た。しかしながら、より多くの弁護士が、適切に民事訴訟法に則って業務を行うようにな

るためには、成果３及び成果４は、依然として重要かつ必要である。 
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 以上により、プロジェクトは目標に向かって進捗しているものの、プロジェクト期間中

に目標を十分に達成するのは難しく、まだ課題が残されていると言える。 

 

３－３ プロジェクトの実施プロセス 

３－３－１ 日本側実施体制 

 本プロジェクトの実施にあたり、JICA は長期専門家を派遣したほか、日弁連と業務委託

契約を締結し、短期専門家の派遣を行った。日弁連では、短期専門家経験者や候補者が、

知見・経験を蓄積・共有するため、本プロジェクトに関わる弁護士から成る日弁連講師会

議を定期的に開催し、JICA はオブザーバーで参加した。講師会議では、短期専門家派遣時

のセミナーテーマや教材の検討のほか、実施後のフィードバックなどが行われ、派遣され

る短期専門家が前回のセミナー内容を踏まえて講義が行われるよう配慮された。 

 長期専門家からは、週間報告書で定期的に報告がなされたほか、必要に応じて、長期専

門家、日弁連、JICA の３者による JICA-NET 会議（テレビ会議）が開催され、情報共有が

行われた。  

 

３－３－２ カンボジア側マネジメント体制 

本プロジェクトの実施にあたり、BAKC 会長、BAKC 事務局長、LTC 校長が C/P として

配置された。 

既述のとおり、会長選挙は 2004 年 10 月に行われたが、会長選挙結果をめぐり、弁護士

会内部において混乱が生じたため、プロジェクトの開始が遅れた。2006 年 10 月の、やり直

し選挙の結果、キー・テック前会長が BAKC 会長として着任したが、執行部のマネジメン

トには不明瞭な部分が多く、また BAKC と LTC 間の情報共有・連携が十分になされていた

とは言いがたい面もあった。具体例としては、LTC で作成したカリキュラムが適切なタイ

ムスケジュールで BAKC 理事会で承認されなかったことや、２－１－１にて既述したとお

り、LTC との事前協議が十分に行われないまま BAKC 理事会においてカリキュラムが変更

されたこと等が挙げられる。加えて、LTC の学校運営の権限が限定的であったため、この

ような問題が生じても適切に対応することができなかった点も、問題として挙げられる。 

2008 年 10 に実施された BAKC 会長選挙では、チウ・ソンハ会長が選出され、事務局長

には、スオン・ビサル氏が着任した。本調査にて、新執行部と協議を行った際、BAKC と

LTC の連携不足について調査団の問題意識を伝えたところ、新執行からは問題意識を共有

するとともに、新体制では BAKC から LTC に権限の一部が委譲される予定と説明があった。

なお、2007 年より徴収されるようになった LTC の入学金（一人当たり 500USD）について

も、これまではその使途が明確にされていなかったが、新体制のもとで使途を確認するこ

とが先方より述べられた。 

プロジェクト開始時の協議では、教官不足に対応するため若手弁護士をアシスタントプ

ロフェッサーとして配置することを日本・カンボジア側双方で確認していた。しかし、本
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来業務が忙しい若手弁護士がなかなか集まらなかったため制度として定着せず、LTC 内で

教官候補となる人材を養成することに至らなかった4。LTC における教官不足は依然課題で

あるが、2009 年１月に活動を開始する予定の民事委員会が BAKC に設置されれば、民事実

務に関して定期的に検討を行う体制となり、同委員会のメンバーが、今後 LTC における民

事教育の担い手となることが期待されることが、調査団及び新執行部の間で確認された。 

                                                        
4 複数名が、定期的に集まり教材を作成するという活動はできなかったが、一部のアシスタントプロフェッサーは、講

義メモを作成するなどの活動を行なっている。 
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第４章 評価結果 
 

４－１ 評価４項目の評価結果 

評価４項目（妥当性、有効性、効率性、自立発展性）5による評価結果は、以下のとおり

である。 

 

４－１－１ 妥当性 

カンボジア政府の国家開発計画である四辺形戦略において、「グッド・ガバナンス」は、

その中核として位置づけられており、「グッド・ガバナンス」推進のために、法・司法改革

の重要性が強調されている。さらに、法・司法改革政策と、その短期・中期的活動計画に

おいて、弁護士養成及び弁護士養成校の強化を含む法曹養成が急務であるとされており、

本プロジェクトの目標は、カンボジア政府の政策における優先課題と合致している。 

我が国の対カンボジア国政府開発援助（ODA）政策国別援助計画では、「グッド・ガバナ

ンスの強化」が重点課題の一つとして掲げられている。その中で、司法分野における人材

育成は、そのための柱の一つと位置づけされており、カンボジア・日本いずれの政策にも

整合していることが確認される。 

 さらに、日本は 1999 年より「法制度整備プロジェクト（フェーズ１、２、３）」により、

民法と民事訴訟法の起草、及び立法プロセスを支援しており、これら新法の内容を理解し、

法律に則って適切に実務を行うことのできる法曹の育成を同時に実施することにより、基

本法整備支援及び人材育成を並行して実施するアプローチを採用している。 

 本プロジェクトは、既に実施中の ２案件「法制度整備プロジェクト（フェーズ３）」、「裁

判官・検察官養成校民事教育改善プロジェクト（フェーズ２）」と密接に連携を行うことで、

これまでの日本の支援を通じて蓄積された知見や、育成されたカンボジア側リソースを最

大限に活用し、同分野におけるカンボジアの政策に合致した支援を行うことが可能となる。

さらに、JICA の対カンボジア国別事業実施方針においても、同分野の優先度は高いことか

ら、本プロジェクトの妥当性は高いと判断される。 

 

４－１－２ 有効性 

本プロジェクトで設定された４つの成果（①LTC の適切な運営、②LTC の民事教育の質

改善、③現職弁護士に対する継続教育の質改善、④民事実務改善に向けた BAKC の能力向

上）は、2008 年 10 月に新たな成果として加わった成果４を除いて、それぞれ課題は残るも

のの、達成に向かって進捗している。また、プロジェクト目標である「弁護士養成に必要

な教育を弁護士会及び弁護士養成校が実施する」は、成果４の活動開始が遅れたため、

プロジェクト期間内の達成は難しいものの、目標達成に向かって進捗している。したが

って、これら４つの成果の達成により、プロジェクト目標が達成される関係にあること

                                                        
5 ４項目で評価することとした理由は、２－２－１記載のとおり。 
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が確認される。 

しかしながら、これまでは、BAKC と LTC の連携が十分に取れていなかったこと、BAKC

における業務の分担が一部スタッフに過剰に集中していたこと等、カンボジア側の実施体

制が十分に整っていなかったことから、現時点で十分に達成されていない成果がある。新

会長のリーダーシップのもとで、現在 BAKC の組織改革が行われようとしており、新しい

組織体制のもとでは、有効性が高まることが期待される。 

 

４－１－３ 効率性 

法曹人材のリクルートに時間を要したことから、長期専門家の派遣が遅れ、当初想定し

ていた計画どおりの活動が行えなかったが、2008 年５月から長期専門家が配置されたこ

とで、BAKC、長期専門家、日弁連、JICA の４者の連携が図られるようになった。 

既述のとおり BAKC と LTC 間のコミュニケーションが十分に図られず、両者の連携

が十分にできていなかったことは、効率性を減じる課題として挙げられる。 

 現時点での効率性は高いとはいえないが、日本側の適切な投入及び、BAKC の新体制の

もとで、効率性が高まることが期待される。 

 

４－１－４ 自立発展性 

LTC における学校運営の予算は十分に確保できておらず、BAKC による弁護士養成に関

する方針・計画も現時点では明確になっていない。また、組織の面においても LTC の教務

部長の離任後、後任が雇用されていない。 

しかし、BAKC 新会長のリーダーシップのもと組織改革が行われようとしており、組織

体制の明確化、各部署の役割の明確化が図られる予定である。また、弁護士養成に関する

長期計画が今後策定される予定であり、プロジェクト活動の基盤ができると期待される。

LTC スタッフの配置については、早期雇用の必要性が確認され、LTC 校長の責任において

リクルート活動が開始された。 

予算面については、LTC は講義実施などに必要な学校運営の資金を確保しておらず、予

算配分は適切だったとは言いがたい。ただし、プロジェクト期間終了後の学校運営資金に

充てるために、LTC の入学生から入学金（一人当たり 500USD）を徴収し始めており、改善

に向けての取り組みが見られた。この入学金は、LTC 運営のために使用されるべきである

旨、新会長より発言があり、今後、LTC の自立的な運営に資するものであると期待される。 

 

４－１－５ 阻害要因の総合的検証と今後の方向性  

 本プロジェクトの実施における阻害要因として、既述のとおり、BAKC による LTC 運営

の問題及び、BAKC と LTC の連携不足が挙げられる。2006 年 10 月のキー・テック前会長

の着任以降、前執行部はプロジェクト実施に当初は協力的であったが、その後、次第にプ

ロジェクト実施に必要な事項（理事会においてカリキュラムを適時に承認することなど）
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を適切に行わなくなった。LTC カリキュラムの期間変更（１年間のカリキュラムが、2008

年５月入学の９期生より、急遽２年のカリキュラムに変更されたこと）についても、事前

に LTC や JICA に対して連絡は一切無かった。また、２年間のカリキュラム期間中のインタ

ーンシップと、カリキュラム終了後のインターンシップの位置付けが、不明確なままにな

っているなど、弁護士養成に関する BAKC の方針が不明確な状況が続いた。他ドナーの協

力に関しても、以前は、米国（USAID 及びその業務実施を担当している EWMI）が、リー

ガルエイド部門で LTC に協力を行っていたが、2007 年以降は協力が途絶えており、LTC の

活動が十分に行われたとは言いがたい状況であった。 

 しかしながら、2008年10月の選挙により、新会長が着任し新執行部が立ち上がったため、

今後事態が好転することが期待できる。本調査時点では、新体制下の BAKC の組織図及び

それぞれの部署の業務内容案が示され、今後、新体制が確立していくことが期待される。

また、BAKC と LTC の連携についても、LTC 設置のサブ・デクリーに従って両者の業務所

掌が見直される予定であり、両者の連携が効率的になることが見込まれる。 

また、新事務局長は、米国とのネットワークを有しており、支援が途絶えている USAID

との信頼関係の再構築に関心を持っており、新体制下では USAID の支援も得て、BAKC、

LTC ともに体制の立て直しが考えられているので、引き続きモニタリングを行う。 

 

４－２ 結論 

本プロジェクトは、終了までに約６ヶ月を残しているが、現時点では、各々の成果の定

着に向けた一層の努力が必要であり、また、自立発展性の低さが大きな課題といえる。こ

れら問題の背景には、日本側の投入の遅れに加え、BAKC と LTC の連携が十分に取れてい

なかったこと、BAKC における業務分担が一部スタッフに過剰に集中していたこと等、カ

ンボジア側の実施体制が十分に整っていなかったことが挙げられる。 

本調査においては、BAKC 新執行部と協議を行い、これまでの問題点・課題を共有し、

また新会長のイニシアチブのもと、新しい取り組みが開始されていることが確認された。

今後、本プロジェクトの運営に困難を生じていた阻害要因が徐々に解消される方向に向か

うことが期待される。よって、新体制のもと、残りの成果を達成し、プロジェクト目標を

達成できるよう、プロジェクト期間を延長することが妥当と判断される。 

 なお、今後の方向性としては、日本がこれまでカンボジアの新しい民法・民事訴訟法の

起草・運用支援を行ってきたことに鑑み、弁護士の民事実務能力の向上に、より注力する

ことが重要と考えられる。具体的には、成果４にある、「弁護士の実務をサポートする BAKC

の能力の向上」に関連する活動を重点的に行うことが挙げられる。LTC や継続教育におけ

る教官不足も問題として挙げられるが、民事委員会が立ち上がり、実務に則した検討が行

われるようになれば、同委員会において民事実務改善への取り組みを行う弁護士が、将来

的には LTC や CLE における教官となることも期待できる。また、BAKC の中に、民事委員

会が立ち上がることで、継続的に民事法の検討が行われる体制が確保され、BAKC による、
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弁護士に対する民事実務に関する情報の提供が可能となる。 

2008 年度の要望調査において、プロジェクト継続に向けた要請書が BAKC から提出され

ているが、本調査でも、改めて BAKC からプロジェクトの継続について要望が挙げられた。

新会長による新しい体制が整えられつつある時期であるため、プロジェクトの継続につい

ては、残りの活動の実施状況をモニタリングしながら継続的に検討を行うことが適当と考

えられる。 

 

なお、本調査の協議の結果として、以下４点が確認された。 

（１） 民事訴訟法・民法の実務定着に向けた法曹三者による理解の共通化の必要性 

民事訴訟法及び民法の実務への定着及び適切な適用のためには、法曹三者が両法を

同様に理解している必要がある旨、BAKC から発言があった。現状では、裁判官と

弁護士の間で理解に差があったり、州によって裁判官の対応が異なったりするなど

の問題が生じているとの指摘があった。 

2008 年 12 月初旬に行われた CLE には、弁護士出身の王立裁判官・検察官養成校

（Royal School for Judges and Prosecutors：以下、RSJP）教官候補生（裁判官）が出

席しており、弁護士・裁判官の双方にとって良い機会だったという意見が出された。

今後も可能な範囲で、法曹三者（及び法曹三者を目指す者）に対する共通の普及セ

ミナーの機会を提供することが望ましい。 

（２） BAKC、LTC の連携強化の必要性 

これまでは、BAKC と LTC の連携不足が見られたが、円滑なプロジェクト実施のた

めには、BAKC と LTC の連携を強化する必要がある。 

（３） BAKC における組織改善 

2008 年 11 月末に着任した新会長により、新たな組織図及び各部署の業務所掌案が 

作成されるなど、BAKC の業務改善に向けた重要な取組みがなされており、これら動

きを踏まえて、BAKC によるより一層の具体的な組織運営の改善が必要である。 

（４）民事委員会の立ち上げ 

BAKC の新体制では、民事委員会が立ち上げられることになっており、2009 年１月に

立ち上げが予定されている。同委員会において、定期的に民事実務について検討する

ことで、民事実務を理解し教育を担える人材が養成されることにもつながることを、

BAKC と確認した。 
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第５章 提言と教訓 
 

５－１ 提言 

 残りのプロジェクト期間で双方が取り組むべき事項として、以下の事が確認された。 

 

５－１－１ カンボジア側 

（１） 弁護士養成の計画策定 

 プロジェクトの効果的・効率的な実施及びそのための予算計画策定のためには、BAKC

における弁護士養成・能力強化（新規養成・継続教育）の短期・長期計画策定が早急に必

要である。 

 

（２） 民事委員会に関する活動の開始 

 新会長によるリーダーシップのもと、民事委員会が立ち上げられる予定であり、2009 年

１月から活動開始が見込まれている。民事委員会の活動は本プロジェクトの目標達成のた

めにも重要であるところ、早急に民事委員会に関する活動計画の策定が必要である。 

 

５－１－２ 日本側 

（１） 民事委員会に関する活動の支援 

 民事委員会に関する活動については、長期専門家がその設置段階から支援することとし、

委員会の会合に同席し、カンボジアにおける民事実務改善に向けて活動を支援する。 

 

（２） 短期専門家の派遣 

 CLE と LTC における講義並びに LTC 運営に関する指導のため、残りのプロジェクト期間

内に、短期専門家を３回派遣する。 

 

５－２ 教訓  

（１）LTC 支援における支援の受け皿 

 本プロジェクトでは、当初教官不足への対応として、若手弁護士をアシスタントプロフ

ェッサーとして養成することを想定していた。しかし、若手弁護士にとって LTC の教官に

なるインセンティブは低く、また、アシスタントプロフェッサーとしての活動（講義メモ

の作成や教材作成）には、謝金の支払いなどのインセンティブが無かったため、若手弁護

士がなかなか集まらず、WG として活動することができなかった。現職弁護士にとっては、

LTC における教官業務は、本来業務（弁護士業務）と比較すると経済的インセンティブが

低く、新しい民法・民事訴訟法を学ぶ機会になることは利点ではあるが、講義メモの作成

や、教材作成などの活動に対するコミットメントを得ることは難しい。また、LTC におけ

る常勤スタッフは、校長及びマネジメントスタッフ（事務局長など）のみであり、結果と
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して、プロジェクトとしては、支援の受け皿となる知的支援の対象者が少ない状況になっ

た。プロジェクトの自立発展性を考えると、長期専門家や短期専門家の講義を引き継ぐ人

材（教官）が養成されることが不可欠であるが、現状では、講義ノートの作成などにとど

まっている。 

 今後は、民事委員会の立ち上げにより、民事実務を理解し教育を担える人材が養成され

ることが見込まれるが、引き続き、BAKC 及び LTC と協議を重ねることにより、教官養成

の方法について認識を共有する必要がある。 

  

（２）弁護士会に対する支援 

 LTC 同様、弁護士会の常勤スタッフ数は限られており、また、国の機関ではなく、民間

の個人営業主である弁護士の集合体であるため、実施体制が弱いことから、弁護士会を C/P

としてプロジェクトを行う際には、事前に実施体制を入念に確認する必要がある。前執行

部のもとでは、執行部と連絡を取ることが徐々に難しくなっていったために、円滑なプロ

ジェクト活動の実施に支障が生じたこともあった。 

また、意思決定機関と、実際の活動における直接の C/P が分かれている場合（意思決定

機関は BAKC 理事会、活動の直接の C/P は LTC）には、両者の関係、役割の明確化が必要

である。また、直接の C/P と行う活動が、弁護士会全体の活動の中でどう位置づけられる

かを明確にすることも必要である。 
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第６章 団長所感 
 

６－１ 新会長のリーダーシップ 

 2008 年 10 月に行われた会長選挙によって選出されたチウ・ソンハ新会長は、2008 年 11

月下旬に会長職に着任したばかりであるが、同会長を始めとする新執行部は、以下６－２

に記載した組織図を作成したうえで、それぞれの所管業務を詳細に説明するなど、BAKC

の新しい体制の構築や各部局の役割の明確化に関し積極的なイニシアチブを発揮している。

前執行部のもとにおいては、BAKC の各部局の業務分掌（責任体制）が不明確だったこと、

BAKC と LTC の連携・協力が十分に取れていなかったなどの問題点があり、そのような点

が、本プロジェクトの運営にこれまで支障を来たしていたのであるが、新会長及び新執行

部は、そのような問題点を理解したうえで、本プロジェクト運営上の障害を除去すること

に、前向きな姿勢を示している。新会長及び新執行部が示す一連の改善策は、合理的かつ

現実味のあるものであり、以下６－４に記載する予算上の制約はあるものの、新会長の改

革に向けたリーダーシップに期待することは、十分に合理性があるものと思料する。 

 

６－２ 組織体制の改善 

 新会長のリーダーシップのもと、BAKC は組織体制の改善に取り組み、別添「収集資料

２．Proposed Structural Reform of BAKC」のとおりの組織体制とすることを、理事会におい

て決定した。BAKC の体制に関しては、これまで事務局長に集中していた業務を分担する

ことや、民事、刑事及び商事委員会を設立することなどが注目される。特に、民事委員会は、

本プロジェクトの４つ目の成果である「弁護士の実務をサポートする BAKC の能力の向上」

に関する活動を実施する機関として、その役割を果たすことが期待される。この民事委員会

は、2009 年１月に設置され、活動が開始される予定である。LTC については、LTC の設立

に関するサブ・デクリーに従って、LTC がその業務を行うことが確認されているほか、LTC

内部の組織も整理されている。なお、新会長から、各部局の業務内容を明確化することも伝

えられた。これらの BAKC の取り組みにより、本プロジェクトの活動が効率化し、効果的

に本プロジェクトが実施されることが強く期待される。 

 

６－３ BAKC における弁護士教育の方針策定 

 本プロジェクトの実施過程における困難は、上記のとおり、BAKC 体制の不明確性がそ

の一因であるが、BAKC の弁護士養成・教育に関する中長期的な方針が定まっていなかっ

たことも大きな原因である。この点は、BAKC の本プロジェクトに対するオーナーシップ

の欠如を表す要素でもあり、本プロジェクトが、残り期間の活動及び、今後の BAKC との

協力を検討するにあたって、特に留意すべき事項であった。 

 この点、新規教育と継続教育についての明確な方針は、現在策定中であるが、新会長及び

新執行部において、方針策定のために、現在の弁護士を取り巻く状況の把握が必要であるこ
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とが的確に理解されていたほか、新規教育における、インターン制度とリーガルエイドを結

びつけた制度の構築を検討するなど、カンボジアの実情に即した方針を検討しようとする姿

勢が見られた。これらは、BAKC におけるオーナーシップの高まりを期待させる事項とし

て注目すべきである。 

 

６－４ 財政面での自立発展性 

 BAKC と LTC の財政面での自立発展性には課題があり、今後の取組みを注視する必要が

ある。 

 現在、弁護士会費は一人当たり 10USD／月であるが（弁護士業を行っていない会員は５

USD／月）、運営資金をまかなうには十分ではない（カンボジア政府からは、リーガルエイ

ドの資金の一部のみが提供されている）。現時点では、BAKC は運営資金の不足分をドナー

などに依存せざるを得ない状況にある。新会長及び新執行部は、当該問題について解決の必

要性を理解しており、改善のための手段を検討しているものの、この問題を一朝一夕に解決

するのは現実的に不可能である。BAKC は、この問題を継続的に検討することとしており、

この検討の過程は注意深く見守る必要がある。 

 

６－５ 他ドナーとの協働及びデマケーション 

 BAKC は、リーガルエイドに関して、USAID 及びその業務実施を担う EWMI と継続的に

協議を行っている。この点は、上述のとおり弁護士の新規教育の方針とも深く関連する事項

であり、BAKC や USAID（EWMI）との調整を十分に行う必要がある。 

 なお、BAKC の運営資金に関し、日本政府は直接的な支援ができないものの、USAID

（EWMI）においてかかる資金への協力が可能であるなら、BAKC が独自に運営資金の問題

を短期間に解決することが現実的に困難である状況に鑑み、USAID（EWMI）とも、この件

に関して率直な意見交換を行う必要性が生じることもあり得るだろう。 

 

６－６ プロジェクト期間の延長及び今後の方向性 

 以上のとおり、本調査において、新会長及び新執行部のリーダーシップのもと、BAKC

のオーナーシップの高まりを確認することができた。本プロジェクトが、そのプロセスに

おいて直面した問題点も、その多くが除去されることが期待され、残されたプロジェクト

期間における活動は、より効率的・効果的に行われるものと思料する。ただし、上述のと

おり、本プロジェクトの終了時（2009 年６月 10 日）までに全ての成果が達成されることは

困難である（特に成果４）ところ、BAKC の弁護士養成・教育の方針が明らかになり、新

会長及び新執行部の、本プロジェクトに対するコミットメントの強さを今後の活動を通じ

て確認できる場合には、本プロジェクトの期間延長を検討することが適当であろう。 

 さらに、将来的な協力に関し、市民に対する司法アクセスを保障し、市民が法的救済を

容易に受けることができる社会を実現するために、弁護士会が果たさなければならない役
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割は、特にカンボジアのように急速に復興している過程にある国（そこでは貧富の差が拡

大しており貧者への法的サービスの提供は急務である）においては、極めて重要である。

また、新民法・新民事訴訟法の実務への定着についても、市民に最も身近な法曹である弁

護士が両法を十分に理解してこそ、市民に浸透していくことが期待される。本プロジェク

トに残された期間で、政策的な対話を継続し、BAKC のオーナーシップ・コミットメント

を確認したうえで、支援が真に必要とされ、協力の意義が十分に認められる場合には、上

述の点に関して、BAKC に対する協力を継続することについて、真摯に検討することが必

要であろう。 
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別添資料１ 

調査日程表（実績） 

                   

1 12 月６日（土） カンボジア到着 

2 12 月 7 日（日） 11:00-14:00 専門家、JICA 事務所担当との打合せ 

3 12 月 8 日（月） ８:30-９:15  JICA 事務所打合せ 

９:30-12:30  評価協議 

14:30-18:00  評価協議 

4 12 月９日（火） ８:30-12:00  新体制の方針確認 

15:00-16:00 ミニッツ案修正（団内） 

16:00-18:00  ミニッツ案確認 

5 12 月 10 日（水） AM     ミニッツ案修正 

12:00        ミニッツ署名 

 

※ 矢吹団員は 12 月 10 日夕刻のフライトで帰国。 

※ 佐藤団長及び琴浦団員は、2008 年 12 月 11 日～2008 年 12 月 16 日の期間で行われた

「カンボジア法制度整備プロジェクト（フェーズ３）」の運営指導調査のため、引き

続きカンボジアに滞在。 

※ 在カンボジア日本大使館への報告は、「カンボジア法制度整備プロジェクト（フェー

ズ３）」運営指導調査の報告と合わせて、12 月 16 日に行われた。 
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別添資料２ 

主要面談者リスト 

 

 

１．カンボジア弁護士会関係者 

 

チウ・ソンハ  弁護士会会長 

スオン・ビサル 弁護士会事務局長 

リー・タイセン 弁護士会会長顧問 

アン・エン・トン 弁護士養成校校長 

イン・バンチョン 弁護士養成校事務局長 

 

２．プロジェクト関係者 

神木 篤   弁護士会司法支援プロジェクト長期専門家 

 

３．JICA カンボジア事務所 

米田 一弘   ＪＩＣＡカンボジア事務所長 

堀田 桃子   ＪＩＣＡカンボジア事務所員 

川田 理絵   ＪＩＣＡカンボジア事務所員 

 

４．在カンボジア日本大使館 

丸山 則夫   在カンボジア日本大使館公使 

若杉 友紀   在カンボジア日本大使館三等書記官 

 

以上 
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g
ha

k,
 B

A
K

C
会
長
（

20
08

年
11

月
26

日
か

ら
）

 

 （
２

）
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト
マ
ネ
ジ
ャ
ー

 

M
r.

 A
ng

 E
ng

 T
on

g,
 L

T
C
校
長

 

 ２
．
 

日
本

側
 

（
１

）
 長

期
専

門
家

 

 
専
門
家
氏
名

 
指
導
分
野

 
派

遣
期

間
 

特
記
事
項

 

1 
神

木
 

篤
 

弁
護
士
養
成

 
20

08
.5

.1
-2

00
9.

6.
10

 
 

2 
森

田
 

隆
 

業
務
調
整

 
20

07
.1

1.
21

-2
00

9.
6.

10
 

20
07

.1
1.

21
よ

り
「

裁
判
官
・
検
察
官
養
成
校
民
事
教
育
改
善
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
」
 

と
の

兼
務

 

 （
２

）
短
期

専
門
家

(日
本
弁
護
士
連
合
会
と
の
契

約
に
よ

る
派

遣
)  

 
専
門
家
氏
名

 
指
導
分
野

 
派

遣
期

間
 

業
務
概
要

 

1 
矢

吹
 

公
敏

 
運
営
指
導

 
20

08
.1

.2
-2

00
8.

1.
6 

弁
護

士
養
成

校
と
の

打
合
せ
、
年
間
計
画
の
確
認

 

2 
宮

家
 俊

治
 

運
営
指
導

 
20

08
.1

.2
-2

00
8.

1.
6 

同
上

 

3 
吉

澤
 敏

行
 

セ
ミ
ナ
ー
指
導

 
20

08
.2

.1
0-

20
08

.2
.1

4 
弁

護
士

養
成

校
学
生
に
対
す
る
講
義

 

4 
櫻

木
 

和
代

 
セ
ミ
ナ
ー
指
導

 
20

08
.2

.1
0-

20
08

.2
.1

7 
同

上
 

5 
本

間
 

佳
子

 
セ
ミ
ナ
ー
指
導

 
20

08
.3

.2
-2

00
8.

3.
7 

現
職

弁
護
士

に
対
す

る
講
義

 

6 
上

野
 攝

津
子

 
セ
ミ
ナ
ー
指
導

 
20

08
.3

.3
-2

00
8.

3.
8 

同
上

 

7 
矢

吹
 

公
敏

 
運
営
指
導

 
20

08
.5

.2
6-

20
08

.5
.3

1 
弁

護
士

養
成

校
と
の

打
合
せ
、
弁
護
士
養
成
校
学
生
に
対
す
る
講
義
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8 
宮

家
 

俊
治

 
運
営
指
導

 
20

08
.5

.2
6-

20
08

.5
.3

1 
同

上
 

9 
松

島
 

洋
 

セ
ミ
ナ
ー
指
導

 
20

08
.6

.8
-2

00
8.

6.
13

 
現

職
弁

護
士

に
対
す

る
講
義

 

10
 

立
石

 
則
文

 
セ
ミ
ナ
ー
指
導

 
20

08
.6

.8
-2

00
8.

6.
13

 
同

上
 

11
 

吉
澤

 
敏
行

 
セ
ミ
ナ
ー
指
導

 
20

08
.9

.2
1-

8.
09

.2
7 

弁
護

士
養
成

校
学
生

に
対
す
る
講
義

 

12
 

櫻
木

 
和
代

 
セ
ミ
ナ
ー
指
導

 
20

08
.9

.2
1-

8.
09

.2
7 

同
上

 

13
 

本
間

 
佳
子

 
セ
ミ
ナ
ー
指
導

 
20

08
.1

1.
30

-2
00

8.
12

.4
 

現
職

弁
護
士

に
対
す

る
講
義

 

14
 

吉
澤

 
敏
之

 
セ
ミ
ナ
ー
指
導

 
20

08
.1

1.
30

-2
00

8.
12

.4
 

同
上

 

 ３
．
 

B
A

K
C
及
び

LT
C
に
お
け
る
講
義
実
績

 

（
１

）
LT

C
 

 
在
学
期
間

 
人

数
 

8
期

生
 

20
07

年
5
月
～

20
08

年
3
月

 
44

名
 

9
期

生
 

20
08

年
5
月
～

20
10

年
4
月

  
34

名
 

 （
２

）
 日

本
人

専
門
家
に
よ
る
講
義
（

LT
C
）

 

 
セ

ミ
ナ
ー
・
講
義
名

 
講

師
名

 
実

施
期

間
 

主
な

参
加

者
 

参
加
者
数

セ
ミ
ナ
ー
・
講
義
概
要

 

1 
民
事
訴
訟
法

 
吉
澤

 敏
行

 

櫻
木
 

和
代

 
20

08
.2

.1
1-

20
08

.2
.1

5 
LT

C
学

生
 

8
期
生

 
主
張
の
方
法
、
訴
状
の
記
載
方
法

 

2 
民
事
訴
訟
法

 
矢
吹
 

公
敏

 

宮
家
 

俊
治

 
20

08
.5

.2
8-

20
08

.5
.3

0 
LT

C
学

生
 

9
期
生

 
民

訴
の

成
り

立
ち

、
具

体
的

な
手

続
の
 

概
要

 

3 
民
事
訴
訟
法

 
神
木
 

篤
 

20
08

.6
.2

4-
8.

6.
27

 
LT

C
学

生
 

9
期
生

 
第

一
審

手
続

の
流

れ
、

民
事

訴
訟

法
の
 

基
礎
理
論

 

4 
民
事
訴
訟
法

 
神
木
 

篤
 

20
08

.7
.1

5-
8.

7.
18

 
LT

C
学

生
 

9
期
生

 
控
訴
・
上
告

 

5 
民
事
訴
訟
法

 
神
木
 

篤
 

20
08

.9
.5

,8
,1

0,
12

 
LT

C
学

生
 

9
期
生

 
複

雑
な

訴
訟

形
態

（
主

観
的

・
客

観
的
 

複
数
）
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6 
民
事
訴
訟
法

 
吉
澤
 

敏
行

 

櫻
木
 

和
代

 
20

08
.9

.2
2-

8.
09

.2
6 

LT
C
学

生
 

9
期
生

 
判
例
の
使
い
方
に
関
す
る
講
義

 

 （
３

）
 日

本
人

専
門
家
に
よ
る
講
義
（

C
LE

）
 

 
セ

ミ
ナ
ー
・
講

義
名

 

講
師
名

 
実

施
期

間
 

主
な

参
加

者
参

加
者

数
 

セ
ミ
ナ
ー
・
講
義
概
要

 

1 
民

事
訴

訟
法

（
継
続
教
育
）

 

本
間
 

佳
子

 

上
野

 攝
津
子

 
20

08
.3

.3
-2

00
8.

3.
7 

現
職

弁
護
士

 
約

60
名

 

～
10

0
名

 

模
擬

裁
判

D
V

D
、

第
一

審
手

続
の

流
れ

、
訴

状
、

答
弁
書
、
弁
論
準
備
手
続

 

2 
民

事
訴

訟
法

（
継
続
教
育
）

 

松
島
 

洋
 

立
石
 

則
文

 
20

08
.6

.9
-2

00
8.

6.
12

 
現

職
弁

護
士

 
約

45
名

 

～
95

名
 

ブ
ロ

ッ
ク

ダ
イ

ア
グ

ラ
ム

を
用

い
た

要
件

事
実

の

基
礎
理
論

 

3 
民

事
訴

訟
法

（
継
続
教
育
）

 

本
間
 

佳
子

 

和
田
 

一
雄

 

神
木
 

篤
 

20
08

.1
2.

1-
20

08
.1

2.
4

現
職

弁
護
士

 
約

10
0
名

 

 
 

～
13

0
名

 
民
事
強
制
執
行
及
び
民
事
保
全

 

 *
継
続

教
育
の

参
加
者
数
は
日
に
よ
っ
て
異
な
り
、

日
を
重

ね
る

毎
に

参
加
者

数
が
減
る

傾
向

が
あ

る
。
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Im
po

rt
an

t A
ss

um
pt

io
ns

1
・
 B

ar
 A

ss
oc

ia
tio

n 
re

po
rt

2
・
 S

ur
ve

y

1
・
B

ar
 A

ss
oc

ia
tio

n 
re

po
rt

2
LT

C
 tr

ai
ne

es
' l

ev
el

 o
f u

nd
er

st
an

di
ng

 o
f

th
e 

su
bj

ec
ts

 ta
ug

ht
 a

t L
TC

・
 E

xa
m

 re
co

rd
・

 Q
ue

st
io

nn
ai

re

(1
)-

1
R

ev
ie

w
 a

nd
 re

vi
si

on
 o

f t
he

 in
te

rn
al

re
gu

la
tio

ns
 a

nd
 e

xa
m

 g
ui

de
lin

es
・
 R

ep
or

t o
n 

th
e 

re
vi

ew
 a

nd
 re

vi
si

on
 o

f
th

e 
in

te
rn

al
 re

gu
la

tio
ns

 a
nd

 e
xa

m
gu

id
el

in
es

.
(1

)-
2

E
nf

or
ce

m
en

t o
f t

he
 in

te
rn

al
 re

gu
la

tio
ns

an
d 

ex
am

 g
ui

de
lin

es
・
 R

ep
or

t o
n 

th
e 

im
pl

em
en

ta
tio

n 
of

 th
e

in
te

rn
al

 re
gu

la
tio

ns
 a

nd
 e

xa
m

 g
ui

de
lin

es

(1
)-

3
Im

pl
em

en
ta

tio
n 

of
 tr

ai
ni

ng
 a

t L
TC

 b
as

ed
on

 th
e 

cu
rr

ic
ul

um
・
 L

TC
 a

ct
iv

ity
 re

po
rt

・
 Q

ue
st

io
nn

ai
re

 b
y 

tra
in

ee
s

(2
)-

1
P

ro
ce

ss
 o

f d
ev

el
op

in
g 

te
xt

bo
ok

s
・
 S

ta
nd

ar
d 

fo
rm

at
 fo

r t
ex

tb
oo

ks
・

 G
ui

de
lin

es
 o

n 
m

in
im

um
 c

on
te

nt
s 

of
ea

ch
 s

ub
je

ct

(3
)-

1
A

pp
oi

nt
m

en
t o

f a
ss

oc
ia

te
 p

ro
fe

ss
or

s
・
 L

is
t o

f a
ss

oc
ia

te
 p

ro
fe

ss
or

s 
an

d 
th

ei
r

su
bj

ec
ts

(3
)-

2
A

ss
oc

ia
te

 p
ro

fe
ss

or
s'

 le
ve

l o
f

un
de

rs
ta

nd
in

g 
of

 th
ei

r s
ub

je
ct

s
・
 In

te
rv

ie
w

s

(4
)-

1
R

ev
ie

w
 o

f t
he

 c
ur

re
nt

 in
te

rn
sh

ip
pr

og
ra

m
m

e
・
 R

ep
or

t o
n 

th
e 

re
vi

ew

(4
)-

2
Q

ua
lit

y 
an

d 
nu

m
be

r o
f p

ilo
t a

ct
iv

iti
es

・
 R

ep
or

t o
n 

th
e 

ac
tiv

iti
es

・
 Q

ue
st

io
nn

ai
re

s 
by

 tr
ai

ne
es

(5
)

C
on

tin
ui

ng
 tr

ai
ni

ng
 is

 p
ro

vi
de

d 
to

 p
ra

ct
ic

in
g 

la
w

ye
rs

.
Q

ua
lit

y 
an

d 
nu

m
be

r o
f t

ra
in

in
g 

ac
tiv

iti
es

・
 R

ep
or

t o
n 

th
e 

se
m

in
ar

s
・

 Q
ue

st
io

nn
ai

re
s 

by
 p

ar
tic

ip
an

ts

G
ov

er
nm

en
t d

os
e 

no
t c

ha
ng

e
th

e 
po

lic
y 

on
 in

cr
ea

si
ng

 le
ga

l
ai

d.

C
am

bo
di

an
 p

ub
lic

's
 a

cc
es

s 
to

 le
ga

l s
er

vi
ce

s 
is

im
pr

ov
ed

.

Ta
rg

et
 G

ro
up

: T
ra

in
er

s 
an

d 
tra

in
ee

s 
at

 th
e 

La
w

ye
rs

 T
ra

in
in

g 
C

en
te

r, 
m

em
be

rs
 o

f t
he

 B
ar

 A
ss

oc
ia

tio
n

P
ro

sp
ec

tiv
e 

tra
in

er
s 

at
 L

TC
 a

re
 tr

ai
ne

d
（
3)

[O
ve

ra
ll 

G
oa

l]

[P
ro

je
ct

 p
ur

po
se

]
Tr

ai
ni

ng
 fo

r t
he

 d
ev

el
op

m
en

t o
f q

ua
lif

ie
d 

la
w

ye
rs

 is
pr

ov
id

ed
.

[O
ut

pu
ts

]

N
um

be
r o

f L
TC

 g
ra

du
at

es
 a

dm
itt

ed
 to

pr
ac

tic
e 

as
 la

w
ye

rs
.

(2
)

Th
e 

co
nt

en
t o

f t
he

 tr
ai

ni
ng

 o
n 

ci
vi

l m
at

te
rs

 a
t L

TC
 is

im
pr

ov
ed

O
bj

ec
tiv

el
y 

Ve
rif

ia
bl

e 
In

di
ca

to
rs

In
cr

ea
se

 in
 th

e 
nu

m
be

r o
f p

ra
ct

ic
in

g
la

w
ye

rs

M
ea

ns
 o

f V
er

ifi
ca

tio
n

C
am

bo
di

an
 p

ub
lic

's
 a

ss
es

sm
en

t o
f t

he
ir

ac
ce

ss
 to

 le
ga

l s
er

vi
ce

s.

LT
C

 s
ta

ff 
co

nt
in

ue
 to

 w
or

k 
at

LT
C

.

Th
e 

B
ar

 C
ou

nc
il 

fu
nc

tio
ns

 to
m

ak
e 

re
so

lu
tio

ns
 n

ec
es

sa
ry

fo
r t

he
 s

m
oo

th
 o

pe
ra

tio
n 

of
LT

C
.

Te
nt

at
iv

e 
Pr

oj
ec

t D
es

ig
n 

M
at

rix
 (0

)  
  L

eg
al

 a
nd

 J
ud

ic
ia

l C
oo

pe
ra

tio
n 

Pr
oj

ec
t w

ith
 th

e 
B

ar
 A

ss
oc

ia
tio

n 
of

 K
in

gd
om

 o
f C

am
bo

di
a 

(te
nt

at
iv

e 
)

N
ar

ra
tiv

e 
Su

m
m

ar
y

（
1）

LT
C

 s
ta

ff 
im

pr
ov

e 
th

ei
r c

ap
ac

ity
 to

 m
an

ag
e 

LT
C

 a
nd

im
pl

em
en

t t
ra

in
in

g.

Th
e 

in
te

rn
sh

ip
 p

ro
gr

am
m

e 
is

 re
de

si
gn

ed
.

(４
)

(2
)-

2
N

um
be

r a
nd

 q
ua

lit
y 

of
 te

xt
bo

ok
s

・
 N

um
be

r o
f n

ew
 te

xt
bo

ok
s

・
 Q

ue
st

io
nn

ai
re

s 
by

 tr
ai

ne
es

・
 Q

ua
lit

y 
as

se
ss

m
en

t b
y 

LT
C

 s
ta

ff
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In
pu

ts
 b

y 
th

e 
Ja

pa
ne

se
 s

id
e

(1
)-

1
LT

C
 s

ta
ff 

re
vi

ew
 th

e 
in

te
rn

al
 re

gu
la

tio
ns

 a
nd

 th
e 

ex
am

gu
id

el
in

es
 to

 id
en

tif
y 

ne
ce

ss
ar

y 
ch

an
ge

s 
to

 e
ns

ur
e

ef
fe

ct
iv

e 
m

an
ag

em
en

t o
f L

TC
.

(1
)-

2
LT

C
 s

ta
ff 

re
vi

ew
 th

e 
cu

rr
en

t s
itu

at
io

n 
of

 th
e

im
pl

em
en

ta
tio

n 
of

 th
e 

in
te

rn
al

 re
gu

la
tio

ns
 a

nd
 th

e 
ex

am
gu

id
el

in
es

.
(1

)-
3

LT
C

 s
ta

ff 
de

ve
lo

p 
re

co
m

m
en

da
tio

n 
fo

r r
ev

is
in

g 
th

e
in

te
rn

al
 re

gu
la

tio
ns

 a
nd

 th
e 

ex
am

 g
ui

de
lin

es
 a

s
ne

ce
ss

ar
y 

an
d 

su
bm

it 
to

 th
e 

B
ar

 C
ou

nc
il.

(1
)-

4
LT

C
 s

ta
ff 

m
on

ito
r t

he
 le

ve
l o

f i
m

pl
em

en
ta

tio
n 

of
 th

e
re

vi
se

d 
in

te
rn

al
 re

gu
la

tio
ns

 a
nd

 th
e 

ex
am

 g
ui

de
lin

es
.

(1
)-

5
LT

C
 im

pl
em

en
ts

 tr
ai

ni
ng

 fo
r 7

th
 in

ta
ke

 a
cc

or
di

ng
 to

 th
e

cu
rr

ic
ul

um
(1

)-
6

LT
C

 s
ta

ff 
m

on
ito

r t
he

 im
pl

em
en

ta
tio

n 
of

 tr
ai

ni
ng

 fo
r 7

th
in

ta
ke

 a
nd

 a
dj

us
t t

he
 c

ur
ric

ul
um

 a
s 

ne
ce

ss
ar

y.
(1

)-
7

LT
C

 s
ta

ff 
re

vi
se

 th
e 

cu
rr

ic
ul

um
 fo

r 8
th

 in
ta

ke
 b

as
ed

 o
n

th
e 

as
se

ss
m

en
t o

f 7
th

 in
ta

ke
 tr

ai
ni

ng
.

(1
)-

8
LT

C
 im

pl
em

en
ts

 th
e 

tra
in

in
g 

fo
r 8

th
 in

ta
ke

 a
cc

or
di

ng
 to

th
e 

re
vi

se
d 

cu
rr

ic
ul

um
.

(1
)-

9
LT

C
 s

ta
ff 

m
on

ito
r t

he
 im

pl
em

en
ta

tio
n 

of
 tr

ai
ni

ng
 fo

r 8
th

in
ta

ke
 a

nd
 a

dj
us

t t
he

 c
ur

ric
ul

um
 a

s 
ne

ce
ss

ar
y.

(1
)-

10
LT

C
 s

ta
ff 

re
vi

se
 th

e 
cu

rr
ic

ul
um

 fo
r 9

th
 in

ta
ke

 b
as

ed
 o

n
th

e 
as

se
ss

m
en

t o
f 8

th
 in

ta
ke

 tr
ai

ni
ng

.

(2
)-

1
LT

C
 s

ta
ff 

re
vi

ew
 th

e 
qu

al
ity

 o
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